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研究成果の概要（和文）：ケニアとセネガルにおいて、社会関係資本と学校運営との関わり方を動態的に捉え、
経年的にその関係を追跡した。研究成果としては、同地域の学校運営は、既存の先行研究により提示されている
「サービス提供者」と「受益者」に構築されるアカウンタビリティを軸にした関係ではなく、共に働くというコ
ミュニティにおける「協働意識」によって機能しており、その動機や形態は必ずしも学習成果とは直接的には関
連していないことが判明した。また、ジェンダーによる社会関係資本の違い、生徒のジェンダーによる質的な学
校経験および人生の選択肢と学校教育の位置付けの違い、さらにそれらの違いの経緯やその個人差に注目する必
要性が認められた。

研究成果の概要（英文）：The research project aimed at tracing the dynamic relation between social 
capital and school management in Kenya and Senegal. It was found that school management is not based
 on the accountability relationship between the actors of ‘service provider’ and ‘
beneficiary/client’, as widely discussed in the present literature, but functions and is supported 
by ‘a sense of collaboration/working together’ of parents, community members, and school teachers.
 Motivations for and forms of ‘collaboration/working together’ do not necessarily have a direct 
relationship with learning outcomes. The research project also identified the need for further 
research on gender differences in social capital, qualitative school experiences, and life course, 
and meaning of schooling, as well as the socio-cultural backgrounds of gender and individual 
differences.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 「万人のための学習」に焦点を当てたポ
スト・ミレニアム開発目標に向けた国際的な
議論の中で、学習を保障し、維持していくた
めの仕組みや学校運営のあり方に関する検
討は喫緊の課題とされている。しかし、特に
親やコミュニティの学校参加の度合いと学
習成果との関連については解明されていな
い点が多い。 
 
(2)統計的手法を用いた大規模な実証研究は、
PTA や学校運営委員会などの学校レベルでの
意思決定権の拡大を通した親やコミュニテ
ィの学校参加の度合いが学習成果を左右す
ると結論づけてきた。しかし、統計的に複数
の国の比較を行う研究は、親やコミュニティ
の「学校参加」を既成概念とし、画一的な変
数として扱っているため、参加の意義を問う
ものや、それを各国の社会的な文脈において
比較・検討するという視点が欠如している。
また、実際にどのような参加が学習成果につ
ながるのか、についても不明確な点は多く、
参加の形態と学習成果との関わりを質的に
追究する研究が求められる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、親やコミュニティの参加度合
の違いのみならず、参加自体が規定される概
念や実態レベルでのアフリカ域内での二ヵ
国を対象にケース・スタディを行うことによ
り、これまで国際的に用いられてきた比較の
軸を見直すことに挑戦する。具体的には以下
の 3つの目的を設定した。 
 
(1)各社会的文脈における親やコミュニティ
と学校の関わり方を類型化する。 
 
(2)親やコミュニティの参加についての関係
者の認識、形態、過程の力学の実態を把握す
る。 
 
(3)学習成果に関する親やコミュニティの関
わり方の類型および実態にみられる要素を
特定する。 
 
３．研究の方法 
(1)アフリカ側の研究協力者との対等なパー
トナーシップを基に、分析枠組みの構築、フ
ィールドワーク方法論の検討、調査ツールの
開発、分析の全過程において共同作業を重視
した。 
 
(2)ケニアおよびセネガルにおいて、親・コ
ミュニティ参加の実態を調査するためケー
ス・スタディを実施した。ケースの選定に当
たっては、親・コミュニティの学校運営への
参加を促進するプロジェクトが入っている
地域とそうでない地域を選び、各地域数校ず
つを対象として複数のケースを比較する方
法を取った。 

 
(3)具体的には、教員への質問票調査、親・
コミュニティのフォーカス・グループ・イン
タビュー、校長への個別インタビュー、学校
観察、学校における書類調査を行った。 
 
(4)さらに、セネガルに関しては、世界銀行
と JICA 研究所がデータを収集した「より良
い 教 育 の た め の シ ス テ ム ア プ ロ ー チ
（Systems Approach for Better Education: 
SABER）」の「学校の自治とアカウンタビリテ
ィ」ドメインのデータを用いて、定量的に学
校の自治がどのように学習成果と関連して
いるのかを統計的に分析した。 
 
４．研究成果 
(1) 親・コミュニティと学校の関わり方の類
型とその要因 
親・コミュニティが政府に対して果たす役

割としてケニアおよびセネガルともに補完的
役割と代替的役割を見出した。これらの役割
の重要な促進要因はコミュニティ側にある教
育需要である。また、これらの関わり方の類
型の違いに影響を与える要因としては、コミ
ュニティ内やコミュニティと学校またはそれ
に代わる組織における情報共有のあり方、コ
ミュニティ内や行政組織のさまざまなアクタ
ーとの協働や調整、政府の教育政策と自分た
ちのニーズを比較検討し、行動を起こすため
の批判的思考力、学校運営に携わる人びとの
間の信頼と相互に尊重する態度、工夫を凝ら
して努力する姿勢やボランティア精神などが
抽出された。 
 
(2)関係者の認識、形態、過程の力学 
 セネガルとケニアの両国において、コミュ
ニティが政府に対して果たす役割として補完
的役割と代替的役割が継続的に見出された。
また、2015年度に分析した上記(1)で述べたコ
ミュニティ参加の促進要因については、2017
年度の調査においてもその有効性を確認する
ことができた。さらに、両国において学校と
親・コミュニティ間の関係性の継続性、変容、
外的要因を特定した。 
具体的には、関係者の認識、形態、過程は、

農村部と都市部や私立校の選択肢の有無によ
り影響を受けることが確認された。さらに、
ケニアにおいては、学校運営委員会に関する
規則の変更（学校運営委員会委員長の教育資
格の追加）によるコミュニティの学校との関
係性のパターンの変化を捉えることができた。
教育資格の高い人的資源を有さない地域の学
校においては特に政策変化の影響が大きく、
学校運営にコミュニティ外の人材が関わるこ
とにより、その力学、信頼関係、情報共有の
方法に変化が見られた。 
 
(3)学習成果との関連 
セネガルの学校調査データを用いてコミュ

ニティの学校運営への参加と教育の質との関



係性について定量的な分析を行った結果、そ
れらの間に直接的・間接的な関係性を確認す
ることができた。特に、学校運営委員会の有
無が学習成果における格差の是正や退学防止
につながっていることが判明した。また、ケ
ニアの場合には一部の教員雇用をコミュニテ
ィが担っていることが、学習成果とコミュニ
ティ参加を直接的に結びつけることとなって
いる。 
しかしながら、対象地域における学校運営

は、既存の先行研究により提示されている「サ
ービス提供者」と「受益者（クライアント）」
の間に構築されるアカウンタビリティを軸に
した関係ではなく、共に働くというコミュニ
ティにおける「協働意識」によって機能して
おり、その動機や形態は必ずしも学習成果と
は直接的には関連していないことも分かった。
また、初等教育修了統一試験が行われる対象
地域においては、学校の統一試験結果が親の
学校参加を生み出すという逆の因果関係も認
められた。 
さらに、セネガルの学校調査を使用した定

量的なデータの中で、親・コミュニティの参
加を得た学校運営委員会の機能と生徒の学習
成果、退学との統計的に有意な関係が認めら
れたものの、授業外で行われる補習や学校か
ら親に対する学習と出席についての報告がか
えって留年率におけるジェンダー格差を拡大
している可能性があることが確認できた。 
 
(4)理論的な示唆 
 上記の研究成果を踏まえ、既存の理論的枠
組みを再考した。図 1に示される既存の理論
的枠組みは、市民・クライアントがサービス
提供機関である学校に対して声を上げるこ
とにより現実的な「短いルートのアカウンタ
ビリティ」を構築することで教育の質を上げ
ると説明する。しかし、アフリカの事例では、
こうした「クライアント」と「サービス提供
者」という二項対立や「クライアント」から
「サービス提供者」という固定的な方向性、
さらにはこうした「短いルートのアカウンタ
ビリティ」が効率的・効果的な学校運営につ
ながるといった道具的アプローチは見られ
なかった。 
 むしろ、図 2 で示すように、「クライアン
ト」、「サービス提供者」、「地方政府」が「協
働」という意識に基づいて学校を運営してお
り、その意識は既存の社会に根差した行動規
範に則っている。従って、アカウンタビリテ
ィという概念よりも「協働」、「共にいること」
の意識が親・コミュニティの参加を支えてい
る。この現象は、親・コミュニティの参加を
促進するための外的な介入が行われていな
い地域においても認められたことから、以上
の理論的示唆が得られると結論付けた。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 「短いルートのアカウンタビリティ」理
論 
出所：World Bank (2003) . World Development 
Report, p. 188 （Figure 10.3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 アフリカにおけるコミュニティ参加の
「協働」モデル 
 
(5)新たな課題 
本研究では、親・コミュニティの学校参加

と学習成果の関連性について検証したが、更
に詳しくジェンダーによる社会関係資本の違
い、生徒のジェンダーによる質的な学校経験
および人生の選択肢と学校教育の位置付けの
違い、さらにそれらの違いの経緯やその個人
差に注目する必要性が認められた。特に、伝
統的な社会の中で、ジェンダーがどのように
学校教育の中で機能し、特に住民参加型の学
校運営を行う際の社会関係資本に影響してい
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るのか、そしてジェンダーにより異なる社会
関係資本の蓄積がどのような学校内外の活動
に繋がり、男女それぞれの生徒の学習成果を
生み出しているのか。この一連の流れを把握
することによって、誰のどのような参加が誰
のどのような学習成果につながるのか、につ
いて研究する必要性が認められた。 
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